
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月17日(金)

こども青少年課 担当係 子育て支援係 管理番号 3510児童手当支給事業

健康でいきいきと暮らせるまち

子育て支援の充実

令和2年度

民生費 児童福祉費

民生費 児童福祉費

市内に居住し、児童を養育する者（公務員は除く）

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

2,275,810,142 2,218,738,429 2,165,503,998

年度別計画

2,234,460,000 2,179,566,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

1

　本事業は、次代を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図るために、市内に居住し、中学校修了前の児童を養育す
る者（公務員は除く）対象として、手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与することを目指す

担当課

県支出金 345,871,500 337,599,164 329,857,499 320,810,498 312,925,610 311,115,000

0

1,560,763,000

0

353,406,642

民生費

児童措置費

事務事業

1

事業概要

359,149,000

0

0

決算額

国支出金

中項目 1 健やかに成長できるまちづくり

0 0

0 0 0 0

2,281,239,000

1,576,532,000 1,538,603,331 1,501,436,666 1,459,097,331 3,448,113,110

342,535,934 334,209,833 331,640,973

単位：円

326,479,423

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

2,291,368,142 2,234,302,429

15,558,000 15,564,000

2.00 2.00 2.15 1.90 1.72

2,182,929,748

17,425,750

1.25

10,164,185

2,241,191,185

15,458,400 13,350,494

2,127,007,202 4,100,868,637

令和4年度

2,059,330,015

2,131,000

2,025,417,128

640,000

前年度決算額（円）

一般会計

一般会計

目

一般会計

一般会計

児童措置費

児童措置費

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

児童手当法

根拠法令
個別計画等

事業区分 □ ■

目的
※何のために

児童手当支給事業

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業児童福祉費

児童措置費 子育て世帯臨時特別給付金支給事業

次代を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図ることを目的とする。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

手当を支給する（申請が必要、所得制限あり）

成果
※何を求めるか

手当を支給することにより、家庭における生活の安定に寄与する。

項

作成日

細事業名

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

2,111,548,802 4,087,518,143 0

2,231,027,0002,178,635,000 4,331,717,000

本事業の
主な業務

執行体制

児童福祉費

民生費

児童手当の支給

子育て世帯臨時特別給付金支給事業（令和２年度実施分）の返還金事務

子育て世帯への臨時特別給付金（先行給付分・追加給付分）の支給



実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

目標設定することができないため設定していません　/　年度末の受給資格者数

人

単
位

010211 9956

評価者 子育て支援係長　田部井理恵

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

10372

188.79

0

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

児童手当の現況届について、市民の利便性を考慮し、窓口・郵送受付以外に
電子申請でも申請可能としたところ、電子申請の利用者は４９名であった。
県の旧電子申請システムの終了に伴い、新システムであるオンライン申請シ
ステム（グラファースマート申請）への移行も完了した。

A

A

誤りなく支給することができた。

成果

千件

実績値

目標値

実績値

目標値

193.82
成果指標１

成果指標２

評価理由・指標数値の推移
令和４年３月３１日現在の登録者数（有資格者数）は9,782人であった。前
年度と比較して、登録者数は174人減であった。
出生数の減少に伴い、登録者数（有資格者数）も減少しているが、手当の支
給により中学校終了前までの児童を抱える保護者の経済的負担の軽減を軽減
し、児童の健やかな成長に資することができている。

0

9782

207.95 203.05 198.82

10589

目標設定することができないため設定していません　/　年間の延べ支給件数の合計

0 0

評価評価の観点区分

0 0
件

目標値

実績値

区分

登録者数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

年間延べ支給件数

支給に対する誤り件数

目標値

実績値
　

　

支給に対する誤りを０件とする　/　支給後に誤りが見つかった件数

0 0 0 0

0 0 0

目標値

実績値の算出式

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 子育て支援係長　田部井　理恵

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

現況届の原則廃止、特例給付の所得制限設定など、法改正による業務の変更があるが、通知等の委
託を行い、業務の軽減を図る。

８．評価指標グラフ

特になし

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

児童の健全な育成及び家庭における生活の安定を図ることができたため、現
状のまま継続とする。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 こども青少年課長　美野田　芳二

評価の内容説明

3510事務事業 児童手当支給事業 担当課 こども青少年課 担当係 子育て支援係 管理番号

区分 活動指標１ 指標名 登録者数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 成果指標１ 指標名 年間延べ支給件数

0

5000

10000

15000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

100

200

300

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


